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第１章 総則

（目的）

第１条 この訓令は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」

という。）に基づき、市職員又は市職員以外の者が知り得た行政運営上の法令違

反行為等に関して行う公益通報及び外部労働者等が行う公益通報を適切に処理す

るために必要な事項を定めることにより、もって法令違反行為等を防止し、公正

な職務の遂行を確保し、及び公益通報者の保護を図り、並びに市民の生活の安定

及び社会経済の健全な発展に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。

⑴ 公益通報 通報者が不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他

の不正の目的ではなく、通報対象事案が生じ、又は生じようとしている旨を、

第５条第１項又は第１３条第１項に定める通報窓口に通報することをいう。

⑵ 公益通報等 公益通報並びに公益通報に関する質問及び相談をいう。

⑶ 内部通報 市職員に関する第５号に定める内部通報に係る通報対象事実につ

いての公益通報をいう。

⑷ 内部通報等 内部通報及び内部通報に関する質問及び相談をいう。

⑸ 内部通報に係る通報対象事実 市若しくは市職員に関する法令違反行為の事

実又は条例、規則、訓令甲、告示等に違反する行為をいう。

⑹ 外部通報 法第２条第１項に定める公益通報を市に対して行うことをいう。



⑺ 外部通報等 外部通報及び外部通報に関する質問及び相談をいう。

⑻ 外部通報に係る通報対象事実 法第２条第３項に定める通報対象事実をいう。

⑼ 通報者 内部通報又は外部通報を行う者をいう。

⑽ 市職員 次のいずれかに該当する者をいう。

ア 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般

職に属する職員

イ 地方公務員法第２２条の２に規定する会計年度任用職員

（通報者の範囲）

第３条 内部通報等ができる者は、市職員及び市職員であった者（退職後１年以内

の者に限る。）並びに市と請負等の契約をしている事業者その他市の法令遵守を

確保する上で必要と認められる者及び市民（以下「内部通報者」という。）とす

る。

２ 外部通報等ができる者は、法第２条第１項各号に掲げる者（市職員を除く。）

その他役務提供先である事業者の法令遵守を確保する上で必要と認められる者

（以下「外部通報者」という。）とする。

（市職員等の責務）

第４条 市職員及び通報相談窓口の業務に従事する職員（以下「市職員等」とい

う。）は、通報者を特定させる事項を必要最小限の範囲を超えて共有してはなら

ないものとする。

２ 市職員等は、通報者を特定した上でなければ調査を行うことができない等のや

むを得ない場合を除いて、通報者を特定しようとする行為を行ってはならないも

のとする。

３ 公益通報等された事案に関係する者は、当該事案の対応に関与してはならない。

４ 通報相談窓口に係る事務に従事する職員、公益通報された事案を調査する職員

等、公益通報等された事案に対応する者（以下「対応者」という。）は、他の対

応者の利益相反関係の有無について適宜確認するものとする。

５ 対応者は、公益通報等に関して知り得た秘密を漏らし、又は不当な目的に使用

してはならない。

６ 市は、第１項から第３項まで及び前項の規定に違反した市職員等に対し、適切

な措置をとるものとする。

第２章 内部通報等の対応

（通報相談窓口の設置）



第５条 内部通報等を受け付けるため、総務部総務課に通報相談窓口を設置する。

２ 通報相談窓口に係る事務に従事する職員は、総務課長及び総務課の職員が行う

ものとする。

（受付）

第６条 内部通報者は、内部通報公益通報票（様式第１号。以下「内部通報票」と

いう。）又は内部通報票と同じ記載事項を記載した書面に通報内容等を記載し、

その内容を客観的に証明できる資料（以下「通報資料」という。）を添付した上

で、通報相談窓口に提出するものとする。

２ 通報者は、内部通報に関する質問及び相談を行う場合は、公益通報相談票（様

式第２号。以下「相談票」という。）に相談内容等を記載し、通報相談窓口に提

出するものとする。

３ 前２項の内部通報票及び通報資料又は相談票の提出は、直接総務課へ提出する

他、封書、電子メール又はファクシミリにより行うことができる。ただし、内部

通報票又は相談票の提出が困難である場合は、内部通報票又は相談票と同様の内

容を電話等口頭により行うことができるものとするが、通報資料の提出は、書面

等で行うこととする。

（内部通報等の処理）

第７条 総務課は、内部通報等があったときは、当該通報に関する秘密保持及び通

報者の個人情報の保護に留意しつつ、通報者に対して不利益な取扱いは行われな

いこと、秘密は保持されること、個人情報は保護されること、通報受付後の手続

の流れ等を、通報者に対し説明するものとする。ただし、通報者が説明を望まな

い場合、匿名による内部通報等であるため通報者への説明が困難である場合その

他やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。

２ 総務課は、封書、電子メール、ファクシミリ等により通報者が通報相談窓口へ

の到着を確認できない方法によって内部通報等があった場合、速やかに通報者に

対して内部通報等を受け付けた旨を通知するよう努めるものとする。ただし、通

報者が通知を望まない場合、匿名による内部通報等であるため通報者への通知が

困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。

３ 総務課は、通報者が特定されることを防ぐため、あらかじめ通報者しか知り得

ない情報等を通報者に確認するものとする。

４ 総務課長は、前条の規定による内部通報を受理したときは、通報内容を整理し、

速やかに市長に報告しなければならない。



５ 総務課長は、内部通報を受理したときは受理した旨を、受理しないときは受理

しない旨及びその理由を通報者に対し通知するものとする。ただし、通報者が通

知を望まない場合、匿名による内部通報であるため通報者への通知が困難である

場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。

６ 市長は、第４項の規定による報告を受けた内部通報について、調査の必要があ

ると認めるときは、直ちに調査の開始を総務課長に指示するものとし、総務課長

は、速やかに調査を行う旨及び着手の時期を通報者に対し通知するものとする。

ただし、通報者が通知を望まない場合、匿名による内部通報であるため通報者へ

の通知が困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りではな

い。

７ 市長は、第４項の規定による報告を受けた内部通報が不当なものであると認め、

調査を行わないときは、通報者に対しその理由を通知するものとする。ただし、

通報者が通知を望まない場合、匿名による内部通報であるため通報者への通知が

困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。

８ 市長は、特別の事情があるときは、弁護士その他の識見を有する者（以下「弁

護士等」という。）に調査を依頼することができる。

（調査の実施）

第８条 総務課は、調査の実施に当たっては、通報者の秘密を保持するとともに、

個人情報を保護するため、通報者が特定されないよう配慮しつつ、遅滞なく、必

要かつ相当と認められる方法で行うものとする。

２ 総務課長は、調査の適切な進捗を図るため、調査の方法、内容等の適正性を適

宜確認することとする。

３ 総務課は、通報者に対し、利害関係者の秘密、信用、名誉、プライバシー等の

保護に支障がある場合を除き、調査中は、調査の進捗状況について適宜通知する

とともに、調査結果を速やかに取りまとめ、その結果を遅滞なく通知するものと

する。ただし、通報者が通知を望まない場合、匿名による内部通報であるため通

報者への通知が困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限り

ではない。

４ 総務課は、必要があると認めるときは、内部通報に係る通報対象事実に係る処

分等の権限を有する者若しくは内部通報に係る市職員を監督する責務を負う者又

は内部通報の対象となった事実に係る市職員から事情を聴くことができる。

５ 市長が弁護士等に調査を依頼した場合、依頼を受けた弁護士等は、総務課長と
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調査方法を都度協議し、及び調査の進捗を適宜報告するものとする。

（調査結果の措置）

第９条 総務課長は、調査の結果、通報された内容について、内部通報に係る通報

対象事実があると認めるときは、市長に対し、その旨を報告するとともに、これ

を証する資料を市長に提出しなければならない。

２ 総務課長は、調査の結果、通報された内容について、内部通報に係る通報対象

事実があると認められなかったとき、又は調査を尽くしてもその事実が判明しな

いときは、その旨を市長に報告するものとする。

３ 市長は、第１項の規定による報告があった場合において、法令に基づく措置そ

の他適切な措置を講じ、又は再発防止のため措置を講ずる必要があると認めると

きは、関係所属長に対し対応を指示するものとする。

４ 前項の規定により措置を講じた関係所属長は、その結果を市長及び総務課長に

報告しなければならない。

５ 市長は、第１項又は第２項の規定による調査の結果及び第３項の規定による措

置の内容を通報者に報告しなければならない。ただし、通報者が通知を望まない

場合、匿名による内部通報等であるため通報者への通知が困難である場合その他

やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。

（措置等の実効性評価）

第１０条 市長は、内部通報の対応終了後の適切な時期に、前条第３項の規定によ

る措置が十分に機能していることを検証し、必要があると認めるときは、新たに

是正措置その他の改善を行うよう努めるものとする。

（保護）

第１１条 市長は、通報者に係る情報を厳格に保護し、これを一切公表しない。

２ 市は、内部通報者に対し、内部通報等したことを理由として不利益な取扱いを

してはならない。

３ 市は、内部通報等したことを理由として不利益な取扱い等を行った者があると

きは、不利益な取扱い等を行った者に対し、行為態様、被害の程度、その他情状

等の諸般の事情を考慮して、適切な措置をとるものとする。

（フォローアップ）

第１２条 市は、内部通報等の対応終了後、通報者に対し、内部通報等したことを

理由として不利益な取扱い、嫌がらせ等が行われていないかを適宜確認する等、

通報者の保護に係るフォローアップを行うものとする。
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２ 前項の規定により、通報者に対し、不利益な取扱いがあると認められるときは、

適切な措置を取るものとする。

第３章 外部通報等の対応

（通報相談窓口の設置）

第１３条 外部通報等を受け付けるため、総務部総務課に通報相談窓口を設置する。

２ 通報相談窓口に係る事務に従事する職員は、総務課長及び総務課の職員が行う

ものとする。

（外部通報の受付）

第１４条 外部通報者は、外部通報公益通報票(様式第３号。以下「外部通報票」

という。）又は外部通報票と同じ記載事項を記載した書面に通報内容等を記載し、

通報資料を添付した上で、通報相談窓口に提出するものとする。ただし、書面で

の提出が困難である場合は、外部通報票と同様の内容を口頭で通報等できるもの

とする。

２ 通報者は、外部通報に関する質問及び相談を行う場合は、相談票に相談内容等

を記載し、通報相談窓口に提出するものとする。

３ 前２項の外部通報票及び通報資料又は相談票の提出は、直接総務課へ提出する

他、封書、電子メール又はファクシミリにより行うことができる。ただし、外部

通報票又は相談票の提出が困難である場合は、外部通報票又は相談票と同様の内

容を電話等口頭により行うことができるものとするが、通報資料の提出は、書面

等で行うこととする。

（外部通報等の処理）

第１５条 総務課は、外部通報等があったときは、当該通報に関する秘密保持及び

通報者の個人情報の保護に留意しつつ、通報者に対して不利益な取扱いは行われ

ないこと、秘密は保持されること、個人情報は保護されること、通報受付後の手

続の流れ等を、通報者に対し説明するものとする。ただし、通報者が説明を望ま

ない場合、匿名による外部通報であるため通報者への説明が困難である場合その

他やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。

２ 総務課は、封書、電子メール、ファクシミリ等により通報者が通報相談窓口へ

の到着を確認できない方法によって外部通報等があった場合、速やかに通報者に

対して外部通報等を受け付けた旨を通知するよう努めるものとする。ただし、通

報者が通知を望まない場合、匿名による外部通報等であるため通報者への通知が

困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。
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３ 総務課は、通報者が特定されることを防ぐため、あらかじめ通報者しか知り得

ない情報等を通報者に確認するものとする。

４ 総務課長は、第１４条の規定による外部通報を受理したときは、通報内容を整

理し、速やかに市長に報告しなければならない。

５ 総務課長は、外部通報を受理したときは受理した旨を、受理しないときは受理

しない旨及びその理由を通報者に対し通知するものとする。ただし、通報者が通

知を望まない場合、匿名による外部通報であるため通報者への通知が困難である

場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。

６ 前項本文の場合において、外部通報への対応の必要性について検討するに当た

っては、法に規定する要件のうち、通報対象事実が生じ、又は正に生じようとし

ていると信ずるに足りる相当の理由がある場合については、通報内容を裏付ける

内部資料、関係者による供述等の存在のみならず、外部通報者本人による供述内

容の具体性、迫真性等によっても認められることを踏まえ、柔軟かつ適切に対応

するものとする。当該外部通報が、真実相当性の要件を満たしているかどうか明

らかでないときも、個人の生命、身体、財産その他の利益に重大な影響を及ぼす

可能性が認められる場合には、同様とする。

７ 市長は、第４項の規定による報告を受けた外部通報について、調査の必要があ

ると認めるときは、直ちに調査の開始を総務課長に指示するものとし、総務課長

は、速やかに調査を行う旨及び着手の時期を通報者に対し通知するものとする。

ただし、通報者が通知を望まない場合、匿名による外部通報であるため通報者へ

の通知が困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りではな

い。

８ 市長は、第４項の規定による報告を受けた外部通報が不当なものであると認め、

調査を行わないときは、通報者に対しその理由を通知するものとする。ただし、

通報者が通知を望まない場合、匿名による外部通報であるため通報者への通知が

困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。

９ 市長は、特別の事情があるときは、弁護士その他の識見を有する者（以下「弁

護士等」という。）に調査を依頼することができる。

（調査の実施）

第１６条 総務課は、調査の実施に当たっては、通報者の秘密を保持するとともに、

個人情報を保護するため、通報者が特定されないよう配慮しつつ、遅滞なく、必

要なかつ相当と認められる方法で行うものとする。
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２ 総務課長は、外部通報の調査に当たっては、秘密保持及び個人情報の保護に留

意した上で、外部通報に係る通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を

担当する課室（機関の事務局等を含む。）の長に対し、調査を依頼することがで

きる。

３ 前項の規定による依頼のあった課室の長（以下「担当課長等」という。）は、

秘密保持及び個人情報保護のため、第１５条第３項の規定による情報等を基に、

調査の実施によって通報者が特定されないよう十分に留意しつつ、遅滞なく、必

要かつ相当と認められる方法で調査を実施するものとする。

４ 担当課長等は、総務課長に調査の進捗を適宜報告するものとする。

５ 総務課長は、調査の適切な進捗を図るため、調査の方法、内容等の適正性を適

宜確認することとする。

６ 総務課は、通報者に対し、利害関係者の秘密、信用、名誉、プライバシー等の

保護に支障がある場合を除き、調査中は、調査の進捗状況について適宜通知する

とともに、調査結果を速やかに取りまとめ、その結果を遅滞なく通知するものと

する。ただし、通報者が通知を望まない場合、匿名による外部通報であるため通

報者への通知が困難である場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限り

ではない。

７ 市長が弁護士等に調査を依頼した場合、依頼を受けた弁護士等は、総務課長と

調査方法を都度協議し、及び調査の進捗を適宜報告するものとする。

（調査結果の措置）

第１７条 総務課長は、調査の結果、通報された内容について、外部通報に係る通

報対象事実があると認めるときは、市長に対し、その旨を報告するとともに、こ

れを証する資料を市長に提出しなければならない。

２ 総務課長は、調査の結果、通報された内容について、外部通報に係る通報対象

事実があると認められなかったとき、又は調査を尽くしてもその事実が判明しな

いときは、その旨を市長に報告するものとする。

３ 市長は、第１項の報告があった場合において、法令に基づく措置その他適切な

措置を講じ、又は再発防止のため措置を講ずる必要があると認めるときは、関係

所属長に対し対応を指示するものとする。

４ 前項の規定により措置を講じた関係所属長は、その結果を市長及び総務課長に

報告しなければならない。

５ 市長は、第１項又は第２項の規定による調査の結果及び第３項の規定による措
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置の内容を通報者に報告しなければならない。ただし、通報者が通知を望まない

場合、匿名による外部通報であるため通報者への通知が困難である場合その他や

むを得ない理由がある場合は、この限りではない。

（保護）

第１８条 市長は、通報者に係る情報を厳格に保護し、これを一切公表しない。

（フォローアップ）

第１９条 市は、外部通報等の対応終了後、通報者からの相談等に適切に対応する

とともに、外部通報者が、外部通報等したことを理由として事業者から解雇その

他の不利益な取扱いを受けていることが明らかになった場合には、消費者庁の公

益通報者保護制度相談ダイヤル等を紹介する等、通報者保護に係る必要なフォロ

ーアップを行うよう努めるものとする。

（教示）

第２０条 市が通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有しない外部通

報があった場合は、通報相談窓口は、通報者に対し、当該外部通報に係る通報対

象事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政機関を教示しなければな

らない。

２ 外部通報の受理後において、市以外の行政機関が処分又は勧告等の権限を有す

ることが明らかになったときは、市は、通報者に対し、権限を有する行政機関を

遅滞なく教示するものとする。

第４条 雑則

（匿名による通報等の取扱い）

第２１条 市は、公益通報等に関する秘密保持及び個人情報保護の徹底を図るとと

もに、匿名による公益通報についても、可能な限り、実名による公益通報等を同

じ取扱いを行うよう努めるものとする。この場合において、通報相談窓口に係る

事務に従事する職員は、通報者との間で適切に情報の伝達を行うものとする。

（協力）

第２２条 市職員は、正当な理由がある場合を除き、公益通報に係る調査等に誠実

に協力するものとする。他の行政機関その他公の機関から調査等の協力を求めら

れたときも、同様とする。

２ 外部通報等への対応に当たって、通報対象事実又はその他の法令違反の事実に

関し、処分又は勧告等をする権限を有する行政機関が複数ある場合においては、

担当課長等は、その旨を総務課に通知した上で、当該行政機関と連携して調査を
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行い、措置を取るなど相互に連携し協力するものとする。

（その他）

第２３条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

（むつ市職員等の公益通報に関する要綱の廃止）

２ むつ市職員等の公益通報に関する要綱（むつ市平成１９年訓令甲第１１号）は

廃止する。


